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貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 

各市町村介護保険担当課（室）  御 中 
 

← 厚生労働省 認知症施策推進室、高齢者支援課、振興課、老人保健課 

今回の内容 
 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サ

ービス事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（第 10報） 
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令和２年４月 24日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第 10報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基

準等の臨時的な取扱いについて」（令和 2年 2月 17日付厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第 10報）」を送付いたしますので、管内市町村、サ

ービス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

  



問１ 主治医の指示書及び訪問看護計画に基づき、訪問を予定していた訪問

看護ステーションの利用者等から、新型コロナウイルス感染症に対する不

安等により訪問を控えるよう要請された場合に、看護職員が電話等で病状

確認や療養指導等を行うことで、訪問看護費の算定は可能か。 

（答） 

 利用者等が新型コロナウイルスの感染への懸念から訪問を控えるよう要請さ

れた場合であっても、まずは医療上の必要性を説明し、利用者等の理解を得て、

訪問看護の継続に努める必要がある。 

その上でもなお、利用者等から訪問を控えるよう要請があった場合の対応と

して、利用者等の同意を前提として、 

・ 当該月に看護職員による居宅を訪問しての訪問看護を１日以上提供した実

績があり、 

・ 主治医への状況報告と指示の確認を行った上で、 

・ 看護職員が電話等により本人の病状確認や療養指導等を実施した 

場合には、20分未満の訪問看護費を週１回に限り算定可能である。 

なお、提供する訪問看護の時間についてケアプランの変更が必要であること

に留意するとともに、利用者等の同意取得及び電話等による対応の内容につい

て、訪問看護記録書に記録しておくこと。 

 

問２ 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等

の臨時的な取扱いについて（第５報）」（令和２年３月 26日付厚生労働省

老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）の問３において、介護予防・

日常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス事業について、

市町村の判断により、訪問介護や通所介護等に関する臨時的な取扱いと同

様の取扱いとすることを可能としているが、同事務連絡の第６報以降の内

容についても、同様の取扱いが可能か。 

（答） 

可能である。なお、訪問介護や通所介護等に関する臨時的な取扱いについて、

まとめたページを厚生労働省ＨＰ上に掲載（※）しているので、参照されたい。 

 

（※）「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」のまとめページ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000045312/matome.

html 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000045312/matome.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000045312/matome.html


問３ 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等

の臨時的な取扱いについて（第４報）」（令和２年３月６日付厚生労働省老

健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）の問７において、「通所介護等

の利用が出来なくなった発熱等の症状のある利用者に対する訪問介護の提

供増加や職員の発熱等により、人員基準上の必要な資格を持った人員が確

保出来ない場合」には、「訪問介護員の資格のない者であっても、他の事業

所等で高齢者へのサービス提供に従事した事がある者であり、利用者への

サービス提供に支障がないと認められる者であれば、訪問介護員として従

事することとして差し支えない」としているところであるが、この場合に限

定されるのか。 

（答） 

問の場合に限らず、個別の事情を勘案し、新型コロナウイルス感染症の影響に

より一時的に訪問介護員の資格を持った人を確保出来ないと判断できる場合で

あれば、幅広く認められる。 

 


